
※単位未満は四捨五入で記載しています。

令和６年度決算概要



令和5年度 令和6年度 増減

経 常 利 益 1,357 1,179 △178

当 期 純 利 益 24 74 +49

令和5年度末 令和6年度末 増減

有 利 子 負 債 残 高 96,606 95,655 △951

利 益 剰 余 金
（ う ち 経 過 勘 定 ）

1,553
（△137）

1,446
（35）

△107
（+172）

・経常利益は1,179億円と対前年度178億円の減少となったものの、家賃収入の増加や賃貸宅地資産等の譲渡等

により、依然として安定した水準を維持。

・将来の収益獲得に向けた足元の損失処理を行ったことから、当期純利益は74億円（対前年度+49億円）を計

上。

・家賃収入のほか、施設等の譲渡によるキャッシュインフローにより有利子負債の削減を進め、有利子負債残高

は前年度末から951億円削減し、9.57兆円まで圧縮。

・前中期目標期間に係る国庫への納付△130億円、当期純利益+74億円を計上等により、利益剰余金は1,446億

円となった。

・勘定別財務諸表において、宅地造成等経過勘定の繰越欠損金（前年度末△137億円）が、当期において解消。

Ⅰ 令和6年度決算のポイント ２

（単位：億円）

（単位：億円）



経常利益
1,357

経常利益
1,179

（△178）

Ｒ5 Ｒ6

経常費用
7,111

臨時損失
1,378

経常収益
8,468

経常収益
9,367（+900）

経常費用
8,189（+1,078）

臨時損失
1,127（△251）
[うち減損損失 1,127]

[うち減損損失 1,378]

当期純利益 24

当期純利益 74（+49）

臨時利益 46

都市再生業務費
 908

賃貸住宅業務費
 4,759

震災復興業務費・震災復興受託費
77

市街地整備特別業務費
393

一般管理費
227

財務費用
608

販売用不動産等評価損
44

都市再生業務収入
 832

賃貸住宅業務収入
 6,438

震災復興業務収入・震災復興受託収入
79

市街地整備特別業務収入
 728

都市再生業務収入
1,960（+1,129）

賃貸住宅業務収入
6,489（+51）

震災復興業務収入・震災復興受託収入
129（+50）

市街地整備特別業務収入
460（△268）

臨時利益 22（△24）

都市再生業務費        
   1,962（+1,053）

賃貸住宅業務費      
 4,888（+129）

震災復興業務費・震災復興受託費        
124（+47）

市街地整備特別業務費
257（△136）

一般管理費
206（△21）

財務費用
613（+5）

販売用不動産等評価損
80（+36）

３Ⅱ 経営成績

① 損益計算（法人単位） （単位：億円）



17

△ 134

△ 3

138

5

29(+11)

△ 127(+7)

△ 1(+2)

167(+30)

5(△1)

② セグメント別経営成績（当期純利益又は当期純損失）
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分
譲
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都市再生勘定 △119 宅地造成等経過勘定 143 都市再生勘定 △99（+20） 宅地造成等経過勘定 172（+29）

４

法人単位 24 法人単位 74（+49）

R5 R6

市
街
地
整
備
特
別

※宅地造成等経過勘定についてはR7.4.1付で勘定を廃止し、R7年度決算以降の財務諸表は「法人単位」のみとなる予定。

（単位：億円）



臨時利益 3

減損損失
1(+0)

譲渡原価（敷地）
21（△405）

事業損益
17

事業収益は施設等の譲渡により対前年度1,067億円の増加となる2,142億円（前年度
1,075億円）を確保し、当期純利益は対前年度11億円の増となる29億円を計上。

その他業務費 115

譲渡原価（敷地）
426

その他費用 149

その他収益 71

当期純利益 17

譲渡原価（施設）
367

譲渡収入（敷地）
466

譲渡収入（施設）
157

補助金収益
171

その他業務収入
208

その他業務費 126（+11）

その他費用 155（+6）

その他収益 42（△29）

当期純利益
29（+11）

譲渡収入（敷地）
24（△442）

その他業務収入 145
（△63）

補助金収益 139(△32)

譲渡原価（施設）
1,814

（+1,447）

譲渡収入（施設）
1,791

（+1,634）

事業収益
2,142億円

（22.9%）

５

事業損益
25（+8）

臨時利益
5（+2） 

減損損失
２

③ 経営成績（都市再生セグメント）

（単位：億円）

R5 R6



家賃収入は管理戸数の減にもかかわらず、好調な入居状況により対前年度59億円の増収。
一方で好調な経営状況を背景にストック再生に資する減損損失を1,109億円計上したこと
から、当期純損失は127億円を計上。

家賃収入
5,517

その他業務費
159

管理業務費
3,204

その他費用
211

財務費用 580

減損損失
1,197

その他業務収入
941

管理業務費
3,298（+94）

その他費用
183（△28）

財務費用 586（+6）

減損損失
1,109(△88)

家賃収入
5,576(+59)

その他業務収入
925（△15）

当期純損失 127（+7）
補助金等収益

123（+9）
補助金等収益

113

事業収益
6,625億円

（70.7%）

６

当期純損失 134

事業損益
968（△54）

事業損益
1,022

その他業務費
170（+11）

減価償却費
1,420（+24）

減価償却費
1,396

④ 経営成績（賃貸住宅セグメント）

（単位：億円）

R5 R6



その他業務費 60

譲渡原価
333

その他費用 26

その他収益 7

譲渡収入
577

賃貸料収入
150

譲渡原価
185（△148）

その他費用 26（△０）

その他収益 6（△2）

譲渡収入
320（△256）

減損損失
179

当期純利益
138

その他業務費
72（+12）

当期純利益
167（+30）

賃貸料収入
139（△11)

事業収益
465億円

（5.0%）

賃貸宅地の売却を進め、宅地の譲渡収入320億円を計上。
将来のリスク軽減のため減損損失を17億円計上したものの、当期純利益は対前年度30億円の
増となる167億円を計上。

R5 R6

事業損益
183（△132）

事業損益
316

７⑤ 経営成績（市街地整備特別セグメント）

減損損失
17（△162）

（単位：億円）



８Ⅲ 財政状態

① 貸借対照表 法人単位（令和７年３月31日時点）

賃貸住宅（建物・土地等） 有利子負債

101,830 [88％]

仕掛不動産勘定等    3,841

その他の資産  5,342

その他の賃貸用不動産    2,261

95,655 ［83％］

資本金
10,758

その他の負債 6,784［6％］

純資産
13,506［12％］

賃貸宅地（旧NT）   2,671

【管理戸数】

R5期末                   696,250戸

管理開始や用途廃止等

による増減 △1,310戸

R6期末   694,940戸

【有利子負債残高の動き及び平均残高コスト】

R5期末   96,606億円   0.65％

調達  6,100億円    1.20%

償還  △7,051億円    1.05%

R6期末   95,655億円    0.70%

資産合計
11兆5,945億円

負債・純資産合計
11兆5,945億円

利益剰余金 1,446

資本剰余金等
1,302

(単位：億円）

※ ［ ］は、資産（負債・純資産）合計に対する比率



16.28 16.30 15.47

12.37

10.73 10.55 10.27 9.99 9.77 9.66 9.57
9.37

3.35%

3.05%

1.84%
1.55%
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H16.7 H16末 H17末 H25末 H30末 R1末 R2末 R3末 R4末 R5末 R6末 R15末

有利子負債残高 平均残高コスト

平成25年度末比で

3兆円削減

△7,289
△6,693

△5,911

△1,585

426 711 1,206 1,446 1,528 1,553 1,446

▲ 7,500

▲ 6,500

▲ 5,500

▲ 4,500

▲ 3,500

▲ 2,500

▲ 1,500

▲ 500

500

1,500

９② 有利子負債、利益剰余金（繰越欠損金）の推移
(単位：兆円）

（小数点第2位未満四捨五入）

（単位：億円）

※利益剰余金を原資として令和元年度に約108億円、令和６年度に約130億円を国庫等に納付している



③ キャッシュ・フローの状況

(単位：億円）

0

①業務活動によるCF

②投資活動によるCF

③財務活動によるCF

R6

△993

△1,720

3,353

10

【①業務活動によるCFの構成】

利息の支払

（原材料、商品又はサービス
の購入による支出≒）

販売用不動産の
取得・建設

都市再生
業務収入

（譲渡収入等）

業務支出
（管理業務費、人件費等）

①
業
務
活
動
C
F 1,159

△3,937
△606

△954

【①業務活動によるCFの構成】

3,353

賃貸住宅
業務収入

（家賃収入等）

市街地整備特別
業務収入

（譲渡収入等）

6,520
550

621

その他業務収入

0



経常利益
1,408

Ⅳ 連結財務諸表（経営成績） 11

（単位：億円）

経常費用
7,288

臨時損失
1,387

経常収益
8,696

経常収益
9,536

（+840）

経常費用
8,320

（+1,031）

臨時損失
1,134（△253）

当期純利益 50

当期純利益 85（+35）

臨時利益 47 経常利益
1,216

（△192）

臨時利益 22（△25）

単体利益   24億円
関係会社利益   87億円
連結修正   △62億円

単体利益   74億円
関係会社利益   87億円
連結修正   △76億円

特定関連会社（3社）及び関連会社（9社）の計12社について、全部または持分法連結を行った結果、
連結当期純利益は85億円を計上。

R5 R6
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